


























































































































２．保険料（税）収納状況

４．備考

保 険 者 名 高知市

都道府県・保険者番号 39 － 001

都 道 府 県 名 高知県

○ 一般状況

（ 6 年度）

退職者医療にかかる一般状況・経理状況

国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｅ表（１）（市町村）

３．医療給付支払状況

○ 経理状況

備

考

１．収入状況及び支出状況

収 入 額
円

科 目

保険給付費等交付金（普通交付金）
そ の 他 の 収 入
合 計

0
0
0

支 出 額

0
円

療 養 給 付 費

科 目

療 養 費

医

療

給

付

費

高 額 療 養 費
小 計

移 送 費
計

そ の 他 の 支 出
前 年 度 繰 上 充 用 金
合 計

0
0
0

0
0

0
0
0

0 0
円 円

現 年 分

計
滞 納 繰 越 分 0 0

0 0

0 0
円 円

0 0
0 0

0 0
円 円

0 0
0 0

0
円

0
0 0

円 円

0 0
0 0

円 円

0 0

療 養 費

療養給付費 計

計
現 年度 分（再 掲）

現 年度 分（再 掲）
高 額 療 養 費

移 送 費

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0医 療 給 付 費 分

収 入 支 出

調 定 額 収 納 額 還付未済額（別掲） 不 納 欠 損 額 未 収 額 居所不明者分調定額

支 払 義 務 額 支 払 済 額 徴 収 金 等 戻 入 未 済 額 未 払 額

保険料(税)

本 年 度 末 現 在

0
0

退 職 被 保 険 者 等 数

世 帯 数
単 独 世 帯

退 職 被 保 険 者
混 合 世 帯

被 扶 養 者
0

00
計 00

（ 再 掲 ）
未 就 学 児

年 度 平 均

0
0

退 職 被 保 険 者 等 数

世 帯 数
単 独 世 帯

退 職 被 保 険 者
混 合 世 帯

被 扶 養 者
0

00
計 00

（ 再 掲 ）
未 就 学 児

0.00
％

現 年 分 滞納繰越分 計

0.00
％

0.00
％

収 納 率

高 額 介 護 合 算 療 養 費 0

高 額 介 護 合 算 療 養 費 0 0 0 0 0

作 成 者 氏 名

様式１７(市町村)

国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金
0（ 医 療 給 付 費 分 ）

令和
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保 険 者 名 高知市

都道府県・保険者番号 39 － 001

（ 6 年度）

都 道 府 県 名 高知県

様式１７-３　国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｅ表（３）

５．保険料（税） （後期高齢者支援金分）賦課徴収状況

保険料（税）

算 定 額

千円
0

保 険 料 （ 税 ） 算 定 額 内 訳

所 得 割

0
％

0.00

課 税 対 象 額

所 得 割

0

課 税 対 象 災害等による そ の 他 の 賦課限度額を 課 税 対 象

資 産 割 世 帯 数 減 免 世 帯 数 減 免 世 帯 数 超える世帯数 被 保 険 者 数

0 0 0 0 0 0 0

災害等による そ の 他 の 賦課限度額を 保険料（税）

減 免 額 超 え る 額

符号
増 減 額

調 定 額減 免 額 １増・２減

千円 千円 千円 千円 千円 千円
0 0 0 0 0 0 0

資 産 割 均 等 割 平 等 割

0 0 0
％ ％ ％

0.00 0.00 0.00

0

千円 千円 千円 千円

千円 千円

均 一 ・ 不 均
（１）

0

均 一 賦 課
一 賦 課 の 別

（２）

0

不均一賦課[

備

考

作 成 者 氏 名

0 ]

令和

千円
0

保険 料（ 税）
軽 減 額

保険 料（ 税）
軽 減 額

(低所得者分) (未就学児分)

0

保険料（税）
軽 減 世 帯 数
(未就学児分)

保険料（税）
軽 減 世 帯 数
(低所得者分)
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１．医療給付の状況

備

考

作 成 者 氏 名

○ 保険給付状況

保 険 者 名 高知市

都道府県・保険者番号 39 － 001

都 道 府 県 名 高知県

（１）全体

（ 6 年度）

退職者医療にかかる医療給付状況

様式１８　国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｆ表(１ )

件 数 費 用 額 保険者負担分 他 法 負 担 分

00 0 0 0療 養 の 給 付 等

計

食 事 療 養

療

養

費

診 療 費

そ の 他
小 計

移 送 費

0 0 0 0
00 0 0 0

00 0 0 0
00 0 0 0

00 0 0 0
00 0 0 0

一 部 負 担 金

件 円 円 円円

（２）未就学児分再掲

00 0 0 0食 事 療 養 ( 再 掲 )

療

養

費

等

件 数 費 用 額 保険者負担分

00 0 0 0療 養 の 給 付 等

計

食 事 療 養
療 養 費

0 0 0 0
00 0 0 0

00 0 0 0
00 0 0 0

件 円 円 円円

00 0 0 0食 事 療 養 ( 再 掲 )

補 装 具 00 0 0 0
柔 道 整 復 師 00 0 0 0
アンマ・マッサージ 00 0 0 0
ハ リ ・ キ ュ ウ 00 0 0 0

療
養
費
等

多数該当分 長期疾病分 そ の 他

単 独 分

多数該当分
合 計

00

総 数
件 数

高額療養
費（円）

00

そ の 他

合 算 分

入 院 分
他法併用分 現 物 給 付 分

（ 再 掲 ）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

２．高額療養費の状況

他 法 負 担 分一 部 負 担 金

（ 再 掲 ）

未就学児分

件 数

高額療養
費（円）

00

0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

人長期高額特定疾病該当者数 0

件 　 数 （ 件 ）

給 付 額 （ 円 ）

0

0

３．高額介護合算療養費の状況

海外療養費(再掲) 00 0 0 0
移 送 費

海外療養費(再掲) 00 0 0 0

令和
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保 険 者 名 高知市

都道府県・保険者番号 39 － 001

都 道 府 県 名 高知県

備

考

作 成 者 氏 名

（ 6 年度）

退職者医療にかかる医療給付状況

様式１８-２　国民健康保険退職者医療事業状況報告書（退職者医療事業年報）Ｆ表(２)

（１）全体

退 職 被 保 険 者 分

件 円診

療

費

入 院
入 院 外
歯 科

調 剤

0
日

小 計

食 事 療 養
訪 問 看 護
合 計

0
00 0
00 0
00 0
0（0 0枚
0（ （0） 0
00 0
00 0

件 数 費 用 額日 数

４．療養の給付等内訳

0

（２）未就学児分再掲

被 扶 養 者 分

件 円診

療

費

入 院
入 院 外
歯 科

調 剤

0
日

小 計

食 事 療 養
訪 問 看 護
合 計

0
00 0
00 0
00 0
00 0
00 0
00 0
00 0

件 数 費 用 額日 数

0

（
（ （）

）
回）

枚）
回）

被 扶 養 者 分

件 円
0

日
0 0

00 0
00 0
00 0
00 0
00 0
00 0
00 0

件 数 費 用 額日 数

（
（ （）

枚）
回）

令和
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１ 医療費改定概要

備　　　　　　　考

昭和33. 10.  1 診療報酬改定 　 8.5  ％ 引上

　36. 7.  1 診療報酬改定 　12.5  ％ 引上

　 12. 1 診療報酬改定 　 2.3  ％ 引上

　38. 9.  1 診療報酬改定 　 5.0  ％ 引上 診療報酬の地域差撤廃

　40. 1.  1 診療報酬改定 　 9.5  ％ 引上

　42. 10.  1 薬価基準改正による医療費引下げ

　 医科 △ 3.97 ％

　 歯科 △ 0.21 ％

　42. 12. 1 診療報酬改定 医科 　 7.68 ％ 引上

　 歯科 12.65 ％ 引上

　44. 1. 1 薬価基準改正による医療費引下げ △ 2.0　％

45. 2. 1 診療報酬改定 医科 　 8.77 ％ 引上

　 歯科 9.73 ％ 引上

　45. 7. 1 診療報酬改定 医科 0.97 ％ 引上

　45. 8. 1 薬価基準改正による医療費引下げ △ 1.3　％

　47. 2. 1 診療報酬改定 医科 　13.7　％ 引上

　 歯科 13.7　％ 引上

　 薬科 　 6.54 ％ 引上

　49. 2. 1 診療報酬改定 医科 19.0　％ 引上

　 歯科 19.9　％ 引上

　 薬科 　 8.5　％ 引上

　 10. 1 診療報酬改定 医科 16.0　％ 引上

　 歯科 16.2　％ 引上

　 薬科 　 6.6　％ 引上

　51. 4. 1 診療報酬改定 医科 9.0　％ 引上

　 薬科 　 4.9　％ 引上

　 8. 1 診療報酬改定 歯科 9.6　％ 引上

　53. 2. 1 薬価基準改正による医療費引下げ △ 2.0  ％

　 診療報酬改定 医科 11.5　％ 引上

　 歯科 12.7　％ 引上

　 薬科 　 5.6　％ 引上

　56. 6. 1 診療報酬改定 医科 8.4　％ 引上

　 歯科 5.9  ％ 引上

　 薬科 　 3.8  ％ 引上

　58. 1. 1 薬価基準改正による医療費引下げ △ 1.5  ％

　 1. 20 診療報酬改定 医科 0.3  ％ 引上

　59. 2. 1 薬価基準改正による医療費引下げ △ 5.1  ％

　59. 3. 1 診療報酬改定 医科 3.0  ％ 引上

　 歯科 1.1  ％ 引上

　 薬科 　 1.0  ％ 引上

　 平均 　 2.8  ％ 引上

　60. 3. 1 診療報酬改定 医科 3.5  ％ 引上

　 歯科 2.5  ％ 引上

　 薬科 　 0.2  ％ 引上

　 平均 　 3.3  ％ 引上

　61. 4. 1 診療報酬改定 医科 2.5　％ 引上

　 歯科 1.5  ％ 引上

　 薬科 　 0.3  ％ 引上

　 平均 　 2.3  ％ 引上

　 4. 1 薬価基準改正による医療費引下げ △ 1.5  ％

　 4. 1 歯科材料の引下げ △ 0.1  ％

　 4. 1 診療報酬改定 医科 3.8  ％ 引上

年　　月　　日 医　療　費　改　定　概　要　・　改　定　率
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備　　　　　　　考年　　月　　日 医　療　費　改　定　概　要　・　改　定　率

　 薬科 　 1.7  ％ 引上

　 平均 　 3.4  ％ 引上

　 4. 1 薬価基準改正による医療費引下げ △ 2.9  ％

　 6. 1 診療報酬改定 歯科 1.0  ％ 引上

平成元. 4. 1 診療報酬改定 医科 0.80 ％ 引上

　 歯科 0.32 ％ 引上

　 薬科 　 1.50 ％ 引上

　 平均 　 0.76 ％ 引上

　 2. 4. 1 診療報酬改定 医科 4.0  ％ 引上

　 歯科 1.4  ％ 引上

　 薬科 　 1.9  ％ 引上

　 平均 　 3.7  ％ 引上

　 薬価基準改正による医療費引下げ △ 2.7  ％

　 4. 4. 1 診療報酬改定 医科 5.4  ％ 引上

　 歯科 2.7  ％ 引上

　 薬科 　 2.4  ％ 引上

　 平均 　 2.5  ％ 引上

　 6. 4. 1 診療報酬改定 3.3  ％ 引上

　 薬価基準の改定（医療費ベース） △ 2.1  ％

　 6. 10. 1 診療報酬改定 1.5  ％ 引上

　 8. 4. 1 診療報酬改定 医科 3.6  ％ 引上

　 歯科 2.2  ％ 引上

　 調剤 　 1.3  ％ 引上

　 平均 　 3.4  ％ 引上

　 薬価 △ 2.6  ％

　 医療費ベース 　 0.8  ％ 引上

　 9. 4. 1 診療報酬改定 医科 1.31 ％ 引上

　 歯科 0.75 ％ 引上

　 調剤 　 1.15 ％ 引上

　 平均 　 1.70 ％ 引上

　 薬価基準、材料価格

　 基準改正による医療費引下げ △ 1.32 ％

　 医療費ベース全体 　 0.38 ％ 引上

　10. 4. 1 診療報酬改定 医科 1.50 ％ 引上

　 歯科 1.50 ％ 引上

　 調剤 　 0.70 ％ 引上

　 平均 　 1.50 ％ 引上

　 薬価基準改正による医療費引下げ △ 2.7  ％

　12. 4. 1 診療報酬改定 医科 2.0　％ 引上

　 歯科 2.0  ％ 引上

　 調剤 　 0.8  ％ 引上

　 平均 　 1.9  ％ 引上

　 薬価基準改正による医療費引下げ △ 1.7  ％

　14. 4. 1 診療報酬改定 診療報酬　　△ 1.3  ％

　 薬価等　△ 1.4  ％

　16. 4. 1 診療報酬改定 診療報酬 　 0.0  ％

　 薬価等　△ 1.0  ％

18. 4. 1 診療報酬改定 診療報酬　△ 1.36 ％

薬価等　△ 1.8  ％

20. 4. 1 診療報酬改定 医科 0.42 ％ 引上

歯科 0.42 ％ 引上

調剤 0.17 ％ 引上

薬価 △ 1.1  ％

特定保険医療材料料 △ 0.1  ％
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備　　　　　　　考年　　月　　日 医　療　費　改　定　概　要　・　改　定　率

　 薬科 　 1.7  ％ 引上

　 平均 　 3.4  ％ 引上

　 4. 1 薬価基準改正による医療費引下げ △ 2.9  ％

　 6. 1 診療報酬改定 歯科 1.0  ％ 引上

平成元. 4. 1 診療報酬改定 医科 0.80 ％ 引上

　 歯科 0.32 ％ 引上

　 薬科 　 1.50 ％ 引上

　 平均 　 0.76 ％ 引上

　 2. 4. 1 診療報酬改定 医科 4.0  ％ 引上

　 歯科 1.4  ％ 引上

　 薬科 　 1.9  ％ 引上

　 平均 　 3.7  ％ 引上

　 薬価基準改正による医療費引下げ △ 2.7  ％

　 4. 4. 1 診療報酬改定 医科 5.4  ％ 引上

　 歯科 2.7  ％ 引上

　 薬科 　 2.4  ％ 引上

　 平均 　 2.5  ％ 引上

　 6. 4. 1 診療報酬改定 3.3  ％ 引上

　 薬価基準の改定（医療費ベース） △ 2.1  ％

　 6. 10. 1 診療報酬改定 1.5  ％ 引上

　 8. 4. 1 診療報酬改定 医科 3.6  ％ 引上

　 歯科 2.2  ％ 引上

　 調剤 　 1.3  ％ 引上

　 平均 　 3.4  ％ 引上

　 薬価 △ 2.6  ％

　 医療費ベース 　 0.8  ％ 引上

　 9. 4. 1 診療報酬改定 医科 1.31 ％ 引上

　 歯科 0.75 ％ 引上

　 調剤 　 1.15 ％ 引上

　 平均 　 1.70 ％ 引上

　 薬価基準、材料価格

　 基準改正による医療費引下げ △ 1.32 ％

　 医療費ベース全体 　 0.38 ％ 引上

　10. 4. 1 診療報酬改定 医科 1.50 ％ 引上

　 歯科 1.50 ％ 引上

　 調剤 　 0.70 ％ 引上

　 平均 　 1.50 ％ 引上

　 薬価基準改正による医療費引下げ △ 2.7  ％

　12. 4. 1 診療報酬改定 医科 2.0　％ 引上

　 歯科 2.0  ％ 引上

　 調剤 　 0.8  ％ 引上

　 平均 　 1.9  ％ 引上

　 薬価基準改正による医療費引下げ △ 1.7  ％

　14. 4. 1 診療報酬改定 診療報酬　　△ 1.3  ％

　 薬価等　△ 1.4  ％

　16. 4. 1 診療報酬改定 診療報酬 　 0.0  ％

　 薬価等　△ 1.0  ％

18. 4. 1 診療報酬改定 診療報酬　△ 1.36 ％

薬価等　△ 1.8  ％

20. 4. 1 診療報酬改定 医科 0.42 ％ 引上

歯科 0.42 ％ 引上

調剤 0.17 ％ 引上

薬価 △ 1.1  ％

特定保険医療材料料 △ 0.1  ％
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備　　　　　　　考年　　月　　日 医　療　費　改　定　概　要　・　改　定　率

22. 4. 1 診療報酬改定 医科 1.74 ％ 引上

歯科 2.09 ％ 引上

調剤 0.52 ％ 引上

薬価等 △ 1.36 ％

24. 4. 1 診療報酬改定 診療報酬 1.38 ％ 引上

医科 1.55 ％ 引上

歯科 1.70 ％ 引上

調剤 0.46 ％ 引上

薬価等 △ 1.38 ％

26. 4. 1 診療報酬改定 診療報酬 0.73 ％ 引上

医科 0.82 ％ 引上

歯科 0.99 ％ 引上

調剤 0.22 ％ 引上

薬価等 △ 0.63 ％

28. 4. 1 診療報酬改定 診療報酬 0.49 ％ 引上

医科 0.56 ％ 引上

歯科 0.61 ％ 引上

調剤  0.17 ％ 引上

薬価等 △ 1.33 ％

30. 4. 1 診療報酬改定 診療報酬 0.55 ％ 引上

医科 0.63 ％ 引上

歯科 0.69 ％ 引上

調剤 0.19 ％ 引上

薬価等 △1.74 ％

令和元. 10. 1 診療報酬改定 診療報酬 0.41 ％ 引上

医科 0.48 ％ 引上

歯科 0.57 ％ 引上

調剤 0.12 ％ 引上

薬価等 △0.48 ％

2. 4. 1 診療報酬改定 診療報酬 0.55 ％ 引上 ※ うち、消費税財源を活用した救急病院にお
ける勤務医の働き方改革への特例的な対応を
除く改定分0.47 ％引上

医科 0.53 ％ 引上

歯科 0.59 ％ 引上

調剤 0.16 ％ 引上

薬価等 △1.01 ％

　 3. 4. 1 薬価改定 0.80 ％ 引上 ※ 新型コロナウイルス感染症特例として

4. 4. 1 診療報酬改定 診療報酬 0.43 ％ 引上

医科 0.26 ％ 引上

歯科 0.29 ％ 引上

調剤 0.08 ％ 引上

薬価等 △1.35 ％

6. 4. 1 薬価改定 薬価等 △0.97 ％

6. 1 診療報酬改定 診療報酬 0.88 ％ 引上

医科 0.52 ％ 引上

歯科 0.57 ％ 引上

調剤 0.16 ％ 引上
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高知市国民健康保険条例 

(昭和34年３月24日条例第７号) 

改正 昭和34年６月26日条例第29号 昭和34年10月12日条例第39号 昭和35年３月23日条例第３号 

昭和36年４月１日条例第11号 昭和36年７月20日条例第28号 昭和36年10月16日条例第42号 

昭和37年３月27日条例第５号 昭和37年10月10日条例第28号 昭和38年３月25日条例第21号 

昭和38年４月1日条例第25号 昭和38年６月25日条例第34号 昭和38年10月５日条例第50号 

昭和38年11月５日条例第51号 昭和38年12月25日条例第56号 昭和39年３月30日条例第22号 

昭和39年10月10日条例第49号 昭和40年２月15日条例第２号 昭和40年８月１日条例第40号 

昭和41年４月１日条例第９号 昭和41年７月20日条例第14号 昭和42年３月25日条例第３号 

昭和42年８月１日条例第25号 昭和43年８月１日条例第23号 昭和44年３月31日条例第11号 

昭和44年７月15日条例第30号 昭和45年４月１日条例第７号 昭和45年７月15日条例第27号 

昭和45年８月26日条例第33号 昭和46年10月１日条例第36号 昭和46年12月23日条例第47号 

昭和49年４月１日条例第23号 昭和49年７月１日条例第42号 昭和50年７月25日条例第38号 

昭和51年４月１日条例第31号 昭和51年７月５日条例第49号 昭和51年12月25日条例第78号 

昭和52年５月24日条例第22号 昭和53年５月25日条例第22号 昭和54年５月30日条例第28号 

昭和54年７月20日条例第31号 昭和54年12月25日条例第50号 昭和55年４月25日条例第39号 

昭和56年４月１日条例第２号 昭和56年５月１日条例第29号 昭和57年４月１日条例第19号 

昭和57年５月１日条例第34号 昭和57年12月25日条例第58号 昭和58年４月１日条例第13号 

昭和58年４月13日条例第22号 昭和59年４月20日条例第44号 昭和60年４月１日条例第15号 

昭和60年４月17日条例第31号 昭和60年10月１日条例第41号 昭和61年４月１日条例第13号 

昭和61年４月18日条例第20号 昭和62年４月１日条例第11号 昭和62年５月21日条例第24号 

昭和63年４月１日条例第18号 昭和63年４月５日条例第22号 平成元年３月１日条例第２号 

平成元年４月１日条例第20号 平成元年４月25日条例第29号 平成２年４月１日条例第14号 

平成３年４月１日条例第８号 平成３年４月17日条例第16号 平成４年４月１日条例第21号 

平成４年７月３日条例第34号 平成５年４月１日条例第35号 平成６年４月１日条例第17号 

平成６年４月18日条例第28号 平成６年10月１日条例第38号 平成７年４月１日条例第20号 

平成７年４月28日条例第28号 平成８年４月１日条例第23号 平成９年４月１日条例第22号 

平成９年７月１日条例第35号 平成10年５月８日条例第36号 平成11年４月１日条例第26号 

平成11年４月30日条例第41号 平成12年４月１日条例第36号 平成13年４月26日条例第21号 

平成14年４月１日条例第15号 平成14年10月１日条例第37号 平成15年４月１日条例第16号 

平成15年４月１日条例第28号 平成16年４月１日条例第31号 平成16年５月11日条例第42号 

平成17年12月28日条例第134号 平成18年４月１日条例第24号 平成18年４月１日条例第32号 

平成18年５月１日条例第34号 平成18年10月１日条例第55号 平成19年４月１日条例第18号 

平成20年４月１日条例第96号 平成20年10月１日条例第120号 平成20年12月26日条例第127号 

平成21年４月１日条例第33号 平成21年10月1日条例第88号 平成22年４月１日条例第34号 

平成22年４月１日条例第40号 平成22年４月26日条例第42号 平成22年５月25日条例第43号 

平成23年４月１日条例第28号 平成25年４月１日条例第55号 平成25年４月１日条例第65号 
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平成25年10月１日条例第77号 平成26年４月1日条例第50号 平成27年１月１日条例第14号 

平成27年４月１日条例第86号 平成28年１月１日条例第5号 平成28年４月１日条例第45号 

平成29年４月１日条例第31号 平成30年４月１日条例第31号 平成31年４月１日条例第20号 

令和２年４月１日条例第36号 令和２年５月 22日条例第53号 令和３年１月１日条例第８号 

令和３年４月１日条例第29号 令和４年１月１日条例第４号 令和４年４月１日条例第17号 

 令和４年10月１日条例第41号 令和５年４月１日条例第36号 令和５年10月１日条例第56号 

 令和５年12月29日条例第65号 令和６年４月１日条例第35号 令和６年10月１日条例第72号 

 令和７年４月１日条例第45号   
 

 

目次 

第１章 高知市が行う国民健康保険の事務（第１条） 

第２章 高知市国民健康保険運営協議会（第２条・第３条） 

第３章 被保険者（第４条・第４条の２） 

第４章 保険給付（第５条―第７条） 

第５章 保健事業（第８条・第９条） 

第６章 保険料（第10条―第28条） 

第７章 削除 

第８章 罰則（第30条―第34条） 

附則 

第１章 高知市が行う国民健康保険の事務 

（高知市が行う国民健康保険の事務） 

第１条 高知市（以下「市」という。）が行う国民健康保険の事務については、法令に定めがあるもの

のほか、この条例の定めるところによる。 

第２章 高知市国民健康保険運営協議会 

（高知市国民健康保険運営協議会の委員の定数等） 

第２条 国民健康保険法（昭和33年法律第192号。以下「法」という。）第11条第２項の規定により設置

する高知市国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）の委員の定数は、次の各号に定める

ところによる。 

(１) 被保険者を代表する委員 ６人 

(２) 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 ６人 

(３) 公益を代表する委員 ６人 

(４) 被用者保険等保険者を代表する委員 ３人 

第３条 前条に定めるもののほか、協議会に関して必要な事項は、規則で定める。 
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第３章 被保険者 

第４条 削除 

（被保険者としない者） 

第４条の２ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）の規定により児童福祉施設に入所している児童又は小

規模住居型児童養育事業を行う者若しくは里親に委託されている児童であつて扶養義務者のない者

は、被保険者としない。 

第４章 保険給付 

（一部負担金） 

第５条 保険医療機関又は保険薬局について、療養の給付を受ける被保険者は、その給付を受ける際、

次の各号の区分に従い、当該給付に要する費用の額に当該各号に掲げる割合を乗じて得た額を、一部

負担金として、当該保険医療機関又は保険薬局に支払わなければならない。 

(１) ６歳に達する日以後の最初の３月31日の翌日以後であつて70歳に達する日の属する月以前で

ある場合 10分の３ 

(２) ６歳に達する日以後の最初の３月31日以前である場合 10分の２ 

(３) 70歳に達する日の属する月の翌月以後である場合（次号に掲げる場合を除く。） 10分の２ 

(４) 法第42条第１項第４号の規定が適用される者である場合 10分の３ 

（出産育児一時金） 

第６条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し、出産育児一時金とし

て48万8,000円を支給する。ただし、市長が必要と認めるときは、規則で定めるところにより、48万8、

000円に１万2,000円を超えない範囲内の額を加算した額を支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、出産育児一時金の支給は、同一の出産につき、健康保険法（大正11年法

律第70号）、船員保険法（昭和14年法律第73号）、国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号。

他の法律において準用し、又は例による場合を含む。次条第２項において同じ。）又は地方公務員等

共済組合法（昭和37年法律第152号）の規定によつて、これに相当する給付を受けることができる場

合には、行わない。 

（葬祭費） 

第７条 被保険者が死亡したときは、その者の葬祭を行う者に対し、葬祭費として３万円を支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、葬祭費の支給は、同一の死亡につき、健康保険法、船員保険法、国家公

務員共済組合法、地方公務員等共済組合法又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80

号。以下「高齢者医療確保法」という。）の規定によつて、これに相当する給付を受けることができ

る場合には、行わない。 

第５章 保健事業 

（保健事業） 
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第８条 市は、法第72条の５第１項に規定する特定健康診査等を行うものとするほか、これらの事業以

外の事業であつて、被保険者の健康の保持増進のために次に掲げる事業を行う。 

(１) 健康教育 

(２) 健康相談 

(３) 健康診査 

(４) その他被保険者の健康の保持増進のために必要な事業 

２ 市は、被保険者の療養環境の向上又は保険給付のために必要な事業を行う。 

３ 市は、被保険者の療養のための費用に係る資金の貸付けのために必要な事業を行う。 

第９条 前条に定めるもののほか、保健事業に関して必要な事項は規則で定める。 

第６章 保険料 

（保険料の賦課） 

第10条 保険料は、被保険者の属する世帯の世帯主（以下「世帯主」という。）から徴収する。 

（保険料の賦課額） 

第10条の２ 保険料の賦課額は、世帯主の世帯に属する被保険者につき算定した基礎賦課額（国民健康

保険法施行令（昭和33年政令第362号）第29条の７第１項第１号に規定する基礎賦課額をいう。以下

同じ。）及び後期高齢者支援金等賦課額（同項第２号に規定する後期高齢者支援金等賦課額をいう。

以下同じ。）並びに介護納付金賦課被保険者（同項第３号に規定する介護納付金賦課被保険者をいう。

以下同じ。）につき算定した介護納付金賦課額（同号に規定する介護納付金賦課額をいう。以下同じ。）

の合算額とする。 

（基礎賦課総額） 

第10条の３ 保険料の賦課額のうち基礎賦課額（第20条、第20条の３及び第20条の４の規定により基礎

賦課額を減額するものとした場合にあつては、その減額することとなる額を含む。）の総額（以下「基

礎賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額

を基準として算定した額とする。ただし、第28条第１項の規定による保険料の減免を行う場合におい

ては、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額に第３号に掲げる額の

見込額を合算した額を基準として算定した額とすることができる。 

(１) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並び

に入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療

養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額 

イ 国民健康保険事業費納付金（法附則第７条の規定により読み替えられた法第75条の７第１項の

国民健康保険事業費納付金をいう。以下この条において同じ。）の納付に要する費用（高知県の

国民健康保険に関する特別会計において負担する高齢者医療確保法の規定による後期高齢者支
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援金等（以下「後期高齢者支援金等」という。）、高齢者医療確保法の規定による病床転換支援

金等（以下「病床転換支援金等」という。）及び介護保険法（平成９年法律第123号）の規定に

よる納付金（以下「介護納付金」という。）の納付に要する費用に充てる部分を除く。）の額 

ウ 法第81条の２第５項の財政安定化基金拠出金の納付に要する費用の額 

エ 法第81条の２第10項第２号に規定する財政安定化基金事業借入金の償還に要する費用の額 

オ 保健事業に要する費用の額 

カ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費用を除く。）の

額（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（高知県の国民健康保険に関する特別会計に

おいて負担する後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等並びに介護納付金の納付に要する費

用に充てる部分に限る。）を除く。） 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法第74条の規定による補助金の額 

イ 法附則第７条の規定により読み替えられた法第75条の規定により交付を受ける補助金（国民健

康保険事業費納付金の納付に要する費用（高知県の国民健康保険に関する特別会計において負担

する後期高齢者支援金等、病床転換支援金等及び介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に

限る。以下このイにおいて同じ。）に係るものを除く。）及び同条の規定により貸し付けられる

貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものを除く。）の額 

ウ 法第75条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金の額 

エ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に要する費用を除く。）の

ための収入（法第72条の３第１項、第72条の３の２第１項及び第72条の３の３第１項の規定によ

る繰入金を除く。）の額 

(３) 当該年度における第28条第１項の規定による基礎賦課額の減免の額の総額 

（基礎賦課額） 

第11条 保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当該世帯に属する被保険者につき算定した所得割額及び

被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算定した世帯別平等割額の合計額とする。 

（基礎賦課額の保険料率） 

第12条 基礎賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

(１) 所得割 基礎賦課総額の100分の50に相当する額を次条に規定する基礎控除後の総所得金額等

（国民健康保険法施行令第29条の７第２項第４号ただし書に規定する場合にあつては、この条及び

次条の規定の適用について、国民健康保険法施行規則（昭和33年厚生省令第53号）第32条の９に規

定する方法により補正された後の金額とする。）の総額で除して得た数 

(２) 被保険者均等割 基礎賦課総額の100分の30に相当する額を当該年度の前年度及びその直前の

２か年度の各年度における被保険者の数等を勘案して算定した数で除して得た額 
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(３) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれアからウまでに定めるとこ

ろにより算定した額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 基礎賦課総額の100分の20に相当する額を当該年度の前年

度及びその直前の２か年度の各年度における被保険者が属する世帯の数等を勘案して算定した

数から特定同一世帯所属者（法第６条第８号に該当したことにより被保険者の資格を喪失した者

であつて、当該資格を喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属する者をいう。以下同じ。）

と同一の世帯に属する被保険者が属する世帯であつて同日の属する月（以下「特定月」という。）

以後５年を経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下

「特定世帯」という。）の数に２分の１を乗じて得た数と特定同一世帯所属者と同一の世帯に属

する被保険者が属する世帯であつて特定月以後５年を経過する月の翌月から特定月以後８年を

経過する月までの間にあるもの（当該世帯に他の被保険者がいない場合に限る。以下「特定継続

世帯」という。）の数に４分の１を乗じて得た数の合計数を控除した数で除して得た額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に４分の３を乗じて得た額 

２ 前項各号に規定する保険料率を決定する場合において小数点以下第４位未満の端数は、これを切り

上げ、又は12で割り切れる円までの数となるよう順次切り上げるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、速やかに告示しなければならない。 

（基礎賦課額の所得割額の算定） 

第13条 第11条の所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係る地方税法（昭和

25年法律第226号）第314条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額（同法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金

額（同法附則第35条の２の６第８項又は第11項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第34条第４項に規定

する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法（昭和32年法律第26号）第33条の４第１項若しくは第２項、

第34条第１項、第34条の２第１項、第34条の３第１項、第35条第１項、第35条の２第１項、第35条の

３第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、これらの規定の適用により同法第31条第１項に規

定する長期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、地方税法附則第35条第５項に規定す

る短期譲渡所得の金額（租税特別措置法第33条の４第１項若しくは第２項、第34条第１項、第34条の

２第１項、第34条の３第１項、第35条第１項又は第36条の規定の適用がある場合には、これらの規定

の適用により同法第32条第１項に規定する短期譲渡所得の金額から控除する金額を控除した金額）、

地方税法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第35条の３

第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第35条の２の２第５項に規定す

る上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第35条の２の６第11項又は第35条の３第13項若しく
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は第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第35条の４第４項に規定する

先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第35条の４の２第７項の規定の適用がある場合には、その

適用後の金額）、外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に関する法律（昭

和37年法律第144号）第８条第２項（同法第12条第５項及び第16条第２項において準用する場合を含

む。第20条第１項第１号において同じ。）に規定する特例適用利子等の額、同法第８条第４項（同法

第12条第６項及び第16条第３項において準用する場合を含む。同号において同じ。）に規定する特例

適用配当等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭

和44年法律第46号。第20条において「租税条約等実施特例法」という。）第３条の２の２第10項に規

定する条約適用利子等の額及び同条第12項に規定する条約適用配当等の額をいう。以下この条におい

て同じ。）の合計額から地方税法第314条の２第２項の規定による控除をした後の総所得金額及び山

林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額の合計額（以下「基礎控除後の総所得金

額等」という。）を賦課基準としてこれに前条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

２ 前項の場合における総所得金額若しくは山林所得金額又は他の所得と区分して計算される所得の金

額を算定する場合においては、地方税法第313条第９項中雑損失の金額に係る部分の規定を適用しな

いものとする。 

第14条から第16条の５まで 削除 

（基礎賦課限度額） 

第16条の６ 第11条の基礎賦課額は、66万円を超えることができない。 

（後期高齢者支援金等賦課総額） 

第16条の６の２ 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額（第20条、第20条の３及び第20条の

４の規定により後期高齢者支援金等賦課額を減額するものとした場合にあつては、その減額すること

となる額を含む。）の総額（以下「後期高齢者支援金等賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額

の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額を基準として算定した額とする。ただし、第28

条第１項の規定による保険料の減免を行う場合においては、第１号に掲げる額の見込額から第２号に

掲げる額の見込額を控除した額に第３号に掲げる額の見込額を合算した額を基準として算定した額

とすることができる。 

(１) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（高知県の国民健康保険に関

する特別会計において負担する後期高齢者支援金等及び病床転換支援金等の納付に要する費用に

係る部分に限る。次号において同じ。） 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替えられた法第75条の規定により交付を受ける補助金（国民健

康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けら

れる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）の額 
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イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に限

る。）のための収入（法第72条の３第１項、第72条の３の２第１項及び第72条の３の３第１項の

規定による繰入金を除く。）の額 

(３) 当該年度における第28条第１項の規定による後期高齢者支援金等賦課額の減免の額の総額 

（後期高齢者支援金等賦課額） 

第16条の６の３ 保険料の賦課額のうち後期高齢者支援金等賦課額は、当該世帯に属する被保険者につ

き算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算定した世帯別平

等割額の合計額とする。 

（後期高齢者支援金等賦課額の保険料率） 

第16条の６の４ 後期高齢者支援金等賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

(１) 所得割 後期高齢者支援金等賦課総額の100分の50に相当する額を被保険者に係る基礎控除後

の総所得金額等（国民健康保険法施行令第29条の７第３項第４号ただし書に規定する場合にあつて

は、この条及び次条の規定の適用について、国民健康保険法施行規則第32条の９の２に規定する方

法により補正された後の金額とする。）の総額で除して得た数 

(２) 被保険者均等割 後期高齢者支援金等賦課総額の100分の30に相当する額を当該年度の前年度

及びその直前の２か年度の各年度における被保険者の数等を勘案して算定した数で除して得た額 

(３) 世帯別平等割 アからウまでに掲げる世帯の区分に応じ、それぞれアからウまでに定めるとこ

ろにより算定した額 

ア イ又はウに掲げる世帯以外の世帯 後期高齢者支援金等賦課総額の100分の20に相当する額を

当該年度の前年度及びその直前の２か年度の各年度における被保険者が属する世帯の数等を勘

案して算定した数から特定世帯の数に２分の１を乗じて得た数と特定継続世帯の数に４分の１

を乗じて得た数の合計数を控除した数で除して得た額 

イ 特定世帯 アに定めるところにより算定した額に２分の１を乗じて得た額 

ウ 特定継続世帯 アに定めるところにより算定した額に４分の３を乗じて得た額 

２ 前項各号に規定する保険料率を決定する場合において小数点以下第４位未満の端数は、これを切り

上げ、又は12で割り切れる円までの数となるよう順次切り上げるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、速やかに告示しなければならない。 

（後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の算定） 

第16条の６の５ 第16条の６の３の所得割額は、被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係

る基礎控除後の総所得金額等に、前条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

第16条の６の６から第16条の６の９まで 削除 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第16条の６の10 第16条の６の３の後期高齢者支援金等賦課額は、26万円を超えることができない。 
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（介護納付金賦課総額） 

第16条の７ 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額（第20条及び第20条の４の規定により介護納付金

賦課額を減額するものとした場合にあつては、その減額することとなる額を含む。）の総額（以下「介

護納付金賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除

した額を基準として算定した額とする。ただし、第28条第１項の規定による保険料の減免を行う場合

においては、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除した額に第３号に掲げ

る額の見込額を合算した額を基準として算定した額とすることができる。 

(１) 当該年度における国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（高知県の国民健康保険に関

する特別会計において負担する介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。次号において

同じ。） 

(２) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア 法附則第７条の規定により読み替えられた法第75条の規定により交付を受ける補助金（国民健

康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）及び同条の規定により貸し付けら

れる貸付金（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に係るものに限る。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用に限

る。）のための収入（法第72条の３第１項及び第72条の３の３第１項の規定による繰入金を除く。）

の額 

(３) 当該年度における第28条第１項の規定による介護納付金賦課額の減免の額の総額 

（介護納付金賦課額） 

第16条の８ 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額は、当該世帯に属する介護納付金賦課被保険者に

つき算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯につき算定した世帯別

平等割額の合計額とする。 

（介護納付金賦課額の保険料率） 

第16条の９ 介護納付金賦課被保険者に係る介護納付金賦課額の保険料率は、次のとおりとする。 

(１) 所得割 介護納付金賦課総額の100分の50に相当する額を介護納付金賦課被保険者に係る基礎

控除後の総所得金額等（国民健康保険法施行令第29条の７第４項第４号ただし書に規定する場合に

あつては、この条及び次条の規定の適用について、国民健康保険法施行規則第32条の10に規定する

方法により補正された後の金額とする。）の総額で除して得た数 

(２) 被保険者均等割 介護納付金賦課総額の100分の30に相当する額を当該年度の前年度及びその

直前の２か年度の各年度における介護納付金賦課被保険者の数等を勘案して算定した数で除して

得た額 

(３) 世帯別平等割 介護納付金賦課総額の100分の20に相当する額を当該年度の前年度及びその直

前の２か年度の各年度における介護納付金賦課被保険者の属する世帯の数等を勘案して算定した
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数で除して得た額 

２ 前項各号に規定する保険料率を決定する場合において小数点以下第４位未満の端数は、これを切り

上げ、又は12で割り切れる円までの数となるよう順次切り上げるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、速やかに告示しなければならない。 

（介護納付金賦課額の所得割額の算定） 

第16条の10 第16条の８の所得割額は、介護納付金賦課被保険者に係る賦課期日の属する年の前年の所

得に係る基礎控除後の総所得金額等に、前条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

第16条の11 削除 

（介護納付金賦課額の被保険者均等割額及び世帯別平等割額の算定） 

第16条の12 第16条の８の被保険者均等割額は、当該世帯に属する介護納付金賦課被保険者の数に第16

条の９の被保険者均等割の保険料率を乗じて算定する。 

２ 第16条の８の世帯別平等割額は、１世帯につき第16条の９の世帯別平等割の保険料率の額とする。 

（介護納付金賦課限度額） 

第16条の13 第16条の８の賦課額は、17万円を超えることができない。 

（賦課期日） 

第17条 保険料の賦課期日は、４月１日とする。 

（普通徴収に係る保険料の納期） 

第18条 普通徴収に係る保険料の納期は、次のとおりとする。 

第１期 ６月１日から６月30日まで 

第２期 ７月１日から７月31日まで 

第３期 ８月１日から８月31日まで 

第４期 ９月１日から９月30日まで 

第５期 10月１日から10月31日まで 

第６期 11月１日から11月30日まで 

第７期 12月１日から12月27日まで 

第８期 １月１日から１月31日まで 

第９期 ２月１日から２月末日まで 

第10期 ３月１日から３月31日まで 

２ 次条の規定により保険料額の算定を行つたときは、普通徴収に係る保険料の納期を定めこれを通知

しなければならない。 

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅又は被保険者数の異動等があつた場合） 

第19条 保険料の賦課期日後に納付義務が発生し、又は１世帯に属する被保険者数が増加若しくは減少

し、若しくは１世帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保険者となつた若しくは介護納付金賦課被
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保険者でなくなつた、若しくは国民健康保険法施行令第29条の７の２第２項に規定する特例対象被保

険者等（以下「特例対象被保険者等」という。）となつた場合における当該納付義務者に係る第11条

若しくは第16条の６の３の額（被保険者数が増加若しくは減少した場合（特定同一世帯所属者に該当

することにより被保険者数が減少した場合を除く。）又は特例対象被保険者等となつた場合における

当該納付義務者に係る世帯別平等割額を除く。）若しくは第16条の８の額又は第20条第１項各号（同

条第３項又は第４項の規定により読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に定める額、

第20条の３第１項（同条第３項の規定により読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）

に定める第12条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率にそれぞれ10分の５を乗じて得た額、第20

条の３第４項第１号（同条第６項の規定により読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）

に定める額、第20条の４第１項各号（同条第３項又は第４項の規定により読み替えて準用する場合を

含む。次項において同じ。）に定める額若しくは同条第５項各号（同条第７項又は第８項の規定によ

り読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に定める額の算定は、それぞれ、その納付

義務が発生した日又は被保険者数が増加若しくは減少した日（法第６条第１号から第８号までの規定

のいずれかに該当したことにより被保険者数が減少した場合においては、その減少した日が月の初日

であるときに限り、その前日とする。）若しくは１世帯に属する被保険者が介護納付金賦課被保険者

となつた若しくは介護納付金賦課被保険者でなくなつた日若しくは特例対象被保険者等となつた日

の属する月から、月割をもつて行う。 

２ 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅した場合における当該納付義務者に係る第11条若しくは第16

条の６の３の額若しくは第16条の８の額又は第20条第１項各号に定める額、第20条の３第１項に定め

る第12条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率にそれぞれ10分の５を乗じて得た額、第20条の３

第４項第１号に定める額、第20条の４第１項各号に定める額若しくは同条第５項各号に定める額の算

定は、その納付義務が消滅した日（法第６条第１号から第８号までの規定のいずれかに該当したこと

により納付義務が消滅した場合においては、その消滅した日が月の初日であるときに限り、その前日

とする。）の属する月の前月まで、月割をもつて行う。 

（低所得者の保険料の減額） 

第20条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、第11条の

基礎賦課額から、それぞれ、当該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が66万円を

超える場合には、66万円）とする。 

(１) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその

発生した日とする。）現在においてその世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者につき算定

した地方税法第314条の２第１項に規定する総所得金額（青色専従者給与額又は事業専従者控除額

については、同法第313条第３項、第４項又は第５項の規定を適用せず、所得税法（昭和40年法律

第33号）第57条第１項、第３項又は第４項の規定の例によらないものとし、山林所得金額及び他の
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所得と区分して計算される所得の金額（地方税法附則第33条の２第５項に規定する上場株式等に係

る配当所得等の金額（同法附則第35条の２の６第８項又は第11項の規定の適用がある場合には、そ

の適用後の金額）、同法附則第33条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法附

則第34条第４項に規定する長期譲渡所得の金額、同法附則第35条第５項に規定する短期譲渡所得の

金額、同法附則第35条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第35条

の３第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第35条の２の２第５項に

規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第35条の２の６第11項又は第35条の３第13

項若しくは第15項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則第35条の４第４項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第35条の４の２第７項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に

関する法律第８条第２項に規定する特例適用利子等の額、同条第４項に規定する特例適用配当等の

額、租税条約等実施特例法第３条の２の２第10項に規定する条約適用利子等の額及び同条第12項に

規定する条約適用配当等の額をいう。以下この項において同じ。）の算定についても同様とする。

以下同じ。）及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金額の合算額が、地方

税法第314条の２第２項第１号に定める金額（世帯主並びに当該世帯主の世帯に属する被保険者及

び特定同一世帯所属者（次号及び第３号において「世帯主等」という。）のうち給与所得を有する

者（前年中に同条第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第28条第１項に規定する給与所得に

ついて同条第３項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収

入金額が55万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数及び公的年金等に

係る所得を有する者（前年中に地方税法第314条の２第１項に規定する総所得金額に係る所得税法

第35条第３項に規定する公的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額

の控除を受けた者（年齢65歳未満の者にあつては当該公的年金等の収入金額が60万円を超える者に

限り、年齢65歳以上の者にあつては当該公的年金等の収入金額が110万円を超える者に限る。）を

いい、給与所得を有する者を除く。）の数の合計数（以下この号から第３号までにおいて「給与所

得者等の数」という。）が２以上の場合にあつては、地方税法第314条の２第２項第１号に定める

金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加えた金額）を超えな

い世帯に係る保険料の納付義務者 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10分の７を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分の７を乗じて得た額 

(２) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の金

額の合算額が、地方税法第314条の２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の

80



数が２以上の場合にあつては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10万

円を乗じて得た金額を加えた金額）に、30万5,000円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に

保険料の納付義務が発生した場合にはその発生した日とする。）現在において当該世帯に属する被

保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に

係る保険料の納付義務者であつて前号に該当する者以外のもの 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10分の５を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分の５を乗じて得た額 

(３) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額の合算額が、地方税法第314条の２第２項第１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等

の数が２以上の場合にあつては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に10

万円を乗じて得た金額を加えた金額）に、56万円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険

料の納付義務が発生した場合にはその発生した日とする。）現在において当該世帯に属する被保険

者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る

保険料の納付義務者であつて前２号に該当する者以外のもの 

アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に10分の２を乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に10分の２を乗じて得た額 

２ 前項第１号から第３号までのア及びイに規定する額を決定する場合において、１円未満の端数があ

るときはこれを切り上げるものとし、市長は、その額を決定したときは、速やかに告示しなければな

らない。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。この場合において、第１項

中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等賦課額」と、「第11条」とあるのは「第16条の６

の３」と、「66万円」とあるのは「26万円」と読み替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。この場合において、第１

項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第11条」とあるのは「第16条の８」と、

「66万円」とあるのは「17万円」と読み替えるものとする。 

（特例対象被保険者等に係る保険料の算定の特例） 

第20条の２ 世帯主又は当該世帯に属する被保険者若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保険者等

である場合における第13条第１項及び前条第１項の規定の適用については、第13条第１項中「規定す

る総所得金額」とあるのは「規定する総所得金額（特例対象被保険者等の総所得金額に所得税法第28
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